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「工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準」 

の改正について（改正案） 

 
 
 
１．物判断基準の引用部分（16 箇所）の改正について 

【内容】 

 現行の「工場等判断基準」は、省エネ法第 73 条に基づき定める「建築物に係

るエネルギーの使用の合理化に関する建築主の判断の基準」（平成 11 年、通商

産業省・建設省告示第 1号）（以下「建築物判断基準」）を一部引用し、空調等

の建築設備ごとに新設に当たっての基準を定めている。 

その後、「建築物判断基準」が平成 25 年 12 月 27 日「エネルギーの使用の合

理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準」（経済産業省・国

土交通省告示第 1号）として改訂され、従来の設備ごとの基準から、建物全体

（外皮性能＋設備性能＋創エネルギー）を総合的に評価する一次エネルギー消

費量による評価方法に改正されたが、「工場等判断基準」の当該引用箇所につい

ての改定は行っていない。 

 また、平成 29 年 4 月 1 日には、「建築物判断基準」が省エネ法から建築物省

エネ法への移管に伴い、省エネ法から削除されるため、当該引用箇所を改正す

る。 

【改正案】 

省エネ法の「工場等判断基準」は、設備ごとに、①管理、②計測及び記録、

③保守及び点検、④新設にあたっての措置 を定め、エネルギー使用の合理化

に努めるよう促すものである。他方、建築物省エネ法は、建物全体（外皮性能

＋設備性能＋創エネルギー）を総合的に評価するものである。 
したがって、省エネ法の「工場等判断基準」では、当該引用部分の文言を削

除し、従来の規定の趣旨に従い、設備ごとにエネルギー使用の合理化に資する

取組として残しておくべき項目については、従来の引用形式から具体的に書き

下して規定することとする。 
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改正案 現行 

Ⅰ エネルギーの使用の合理化の基準 

1 専ら事務所その他これに類する用途に供 

する工場等におけるエネルギーの使用の 

合理化に関する事項 

 

(1)  空気調和設備、換気設備に関する事項 

①～③ （略） 

④ 空気調和設備、換気設備の新設に当たっ

ての措置 

ア． 空気調和設備、換気設備を新設する場

合は、必要な負荷、換気量に応じた設備を

選定すること。 

イ． 空気調和設備を新設する場合には、次に

掲げる事項等の措置を講じることにより、エ

ネルギーの効率的利用を実施すること。 

 

 

 

 

 

(ア)可能な限り空気調和を施す区画ごとに個

別制御ができるものとすること。 

 

(イ)ヒートポンプ等を活用した効率の高い熱源

設備を採用すること。 

(ウ)熱搬送設備の風道・配管等の経路の短縮

や断熱等に配慮したエネルギーの損失の

少ない設備とすること。 

(エ)負荷の変動が予想される空気調和設備の

熱源設備、熱搬送設備は、適切な台数分

割、台数制御及び回転数制御、部分負荷

運転時に効率の高い機器又は蓄熱システ

ム等効率の高い運転が可能となるシステ

ムを採用すること。また、熱搬送設備は変

揚程制御の採用を考慮すること。 

Ⅰ エネルギーの使用の合理化の基準 

1 専ら事務所その他これに類する用途に供 

する工場等におけるエネルギーの使用の 

合理化に関する事項 

 

(1)  空気調和設備、換気設備に関する事項 

①～③ （略） 

④ 空気調和設備、換気設備の新設に当たっ

ての措置 

（新規） 

 

 

ア． 空気調和設備を新設する場合には、次

に掲げる事項等の措置を講じることにより、

エネルギーの使用の合理化等に関する法

律第 73 条に基づき定める建築主等及び特

定建築物の所有者の判断の基準となるべき

事項(以下「建築物判断基準」という。)中、空

気調和に関する事項を踏まえ、エネルギー

の効率的利用を実施すること。 

(ア)熱需要の変化に対応できる容量のものと

し、可能な限り空気調和を施す区画ごとに

個別制御ができるものとすること。 

(イ)ヒートポンプ等を活用した効率の高い熱源

設備を採用すること。 

（新規） 

 

 

(ウ)負荷の変動が予想される空気調和設備の

熱源設備、熱搬送設備は、適切な台数分

割、台数制御及び回転数制御、部分負荷

運転時に効率の高い機器又は蓄熱システ

ム等効率の高い運転が可能となるシステ

ムを採用すること。また、熱搬送設備は変

揚程制御の採用を考慮すること。 

削除① 

追加A 

追加 B 
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(オ)空気調和設備を負荷変動の大きい状態で

使用するときは、負荷に応じた運転制御を

行うことができるようにするため、回転数制

御装置等による変風量システム及び変流

量システムを採用すること。 

(カ)夏期や冬期の外気導入に伴う冷暖房負荷

を軽減するため、全熱交換器の採用を考

慮すること。また、中間期や冬期に冷房が

必要な場合は、外気冷房制御の採用を考

慮すること。その際、加湿を行う場合に

は、冷房負荷を軽減するため、水加湿方

式の採用を考慮すること。 

（キ）蓄熱システム及び地域冷暖房システムよ

り熱を受ける熱搬送設備の揚程が大きい

場合は、熱交換器を採用し揚程の低減を

行うこと。 

(ク)エアコンディショナーの室外機の設置場所

や設置方法は、日射や通風状況、集積す

る場合の通風状態等を考慮し決定するこ

と。 

(ケ)空気調和を施す区画ごとの温度、湿度そ

の他の空気の状態の把握及び空気調和の

効率の改善に必要な事項の計測に必要な

機器、センサー等を設置するとともに、ビル

エネルギー管理システム(以下「BEMS」とい

う。)等の採用により、適切な空気調和の制

御、運転分析ができるものとすること。 

ウ． エネルギーの使用の合理化等に関する

法律第 78 条第１項により定められたエネ

ルギー消費機器（以下「特定エネルギー消

費機器」という。）に該当する空気調和設

備、換気設備に係る機器を新設する場合

は、当該機器に関する性能の向上に関す

る製造事業者等の判断の基準に規定する

基準エネルギー消費効率以上の効率のも

のの採用を考慮すること。 

(エ)空気調和設備を負荷変動の大きい状態で

使用するときは、負荷に応じた運転制御を

行うことができるようにするため、回転数制

御装置等による変風量システム及び変流

量システムを採用すること。 

(オ)夏期や冬期の外気導入に伴う冷暖房負荷

を軽減するため、全熱交換器の採用を考

慮すること。また、中間期や冬期に冷房が

必要な場合は、外気冷房制御の採用を考

慮すること。その際、加湿を行う場合に

は、冷房負荷を軽減するため、水加湿方

式の採用を考慮すること。 

（カ）蓄熱システム及び地域冷暖房システムよ

り熱を受ける熱搬送設備の揚程が大きい

場合は、熱交換器を採用し揚程の低減を

行うこと。 

(キ)エアコンディショナーの室外機の設置場所

や設置方法は、日射や通風状況、集積す

る場合の通風状態等を考慮し決定するこ

と。 

(ク)空気調和を施す区画ごとの温度、湿度そ

の他の空気の状態の把握及び空気調和の

効率の改善に必要な事項の計測に必要な

機器、センサー等を設置するとともに、ビル

エネルギー管理システム(以下「BEMS」とい

う。)等の採用により、適切な空気調和の制

御、運転分析ができるものとすること。 

イ． エネルギーの使用の合理化等に関する

法律第 78 条第１項により定められたエネ

ルギー消費機器（以下「特定エネルギー消

費機器」という。）に該当する空気調和設

備、換気設備に係る機器を新設する場合

は、当該機器に関する性能の向上に関す

る製造事業者等の判断の基準に規定する

基準エネルギー消費効率以上の効率のも

のの採用を考慮すること。 
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エ． 換気設備を新設する場合には、次に掲

げる事項等の措置を講じることにより、エネ

ルギーの効率的利用を実施すること。 

（ア）負荷変動に対して適した制御方式を採用

すること。 

（イ）風道等の経路の短縮や断熱等に配慮し

たエネルギーの損失の少ない設備とするこ

と。 

（２） ボイラー設備、給湯設備に関する事項 

①～③ （略） 

④ ボイラー設備、給湯設備の新設に当たっ

ての措置 

ア． ボイラー設備、給湯設備を新設する場合

は、必要な負荷に応じた設備を選定するこ

と。 

イ． （略） 

ウ． ボイラー設備を新設する場合は、次に掲

げる事項等の措置を講じることにより、エネ

ルギーの効率的利用のための措置を実施

すること。 

(ア)エコノマイザー等を搭載した高効率なボイ

ラー設備を採用すること。 

(イ)配管径路の短縮、配管の断熱等に配慮し

たエネルギーの損失の少ない設備とするこ

と。 

エ． （略） 

オ． 給湯設備を新設する場合には、次に掲

げる事項等の措置を講じることにより、エネ

ルギーの効率的利用のための措置を実施

すること。 

 

（ア）給湯負荷の変化に応じた運用が可能なも

のとすること。 

（イ）使用量の少ない給湯箇所は局所式にす

る等の措置を講じること。 

（ウ）ヒートポンプシステム、潜熱回収方式の熱

ウ． 換気設備を新設する場合には、負荷変

動に対して稼働状態を調整しやすい設備

構成とするなどの措置を講じることにより、

建築物判断基準中、機械換気設備に関す

る事項を踏まえ、エネルギーの効率的利用

を実施すること。 

（ア）、（イ） （新規） 

 

（２） ボイラー設備、給湯設備に関する事項 

①～③ （略） 

④ ボイラー設備、給湯設備の新設に当たっ

ての措置 

（新規） 

 

 

ア． （略） 

イ． ボイラー設備を新設する場合は、蒸気等

の需要実績と将来の動向について十分な

検討を行い、適正規模の設備容量のボイ

ラー設備を選定するとともに、エコノマイザ

ー等を搭載した高効率なボイラー設備を採

用すること。 

（ア）、（イ） （新規） 

 

 

ウ． （略） 

エ． 給湯設備を新設する場合には、次に掲

げる事項等の措置を講じることにより、建

築物判断基準中、給湯に関する事項を踏

まえ、エネルギーの効率的利用のための

措置を実施すること。 

（ア）給湯負荷の変化に応じた運用が可能なも

のとすること。 

（イ）使用量の少ない給湯箇所は局所式にす

る等の措置を講じること。 

（ウ）ヒートポンプシステム、潜熱回収方式の熱

削除② 

削除③ 

追加 B 

追加 A 

追加 B 
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源設備の採用を考慮すること。 

(エ）配管径路の短縮、配管の断熱等に配慮し

たエネルギー損失の少ない設備とするこ

と。 

カ． （略） 

（３） 照明設備、昇降機、動力設備に関する

事項 

①～③ （略） 

④ 照明設備、昇降機の新設に当たっての措

置 

ア． 照明設備、昇降機を新設する場合は、必

要な照度、輸送量に応じた設備を選定する

こと。 

イ． 照明設備を新設する場合には、次に掲げ

る事項等の措置を講じることにより、エネル

ギーの効率的利用を実施すること。 

 

 

（ア）電子回路式安定器（インバーター）を点灯

回路に使用した蛍光ランプ（Ｈｆ蛍光ランプ）

等省エネルギー型設備の導入について考

慮すること。 

（イ）高輝度放電ランプ（ＨＩＤランプ）等効率の

高いランプを使用した照明器具等省エネル

ギー型設備の導入について考慮すること。

（ウ）清掃、光源の交換等の保守が容易な照

明器具を選択するとともに、その設置場

所、設方法等についても保守性を考慮する

こと。 

（エ）照明器具の選択には、光源の発光効率

だけでなく、点灯回路や照明器具の効率及

び被照明場所への照射効率も含めた総合

的な照明効率を考慮すること。 

（オ）昼光を使用することができる場所の照明

設備の回路は、他の照明設備と別回路に

することを考慮すること。 

源設備の採用を考慮すること。 

（追加） 

 

 

オ． （略） 

（３） 照明設備、昇降機、動力設備に関する

事項 

①～③ （略） 

④ 照明設備、昇降機の新設に当たっての措

置 

（新規） 

 

 

ア． 照明設備を新設する場合には、次に掲

げる事項等の措置を講じることにより、建築

物判断基準中、照明設備に関する事項を踏

まえ、エネルギーの効率的利用を実施する

こと。 

（ア）電子回路式安定器（インバーター）を点灯

回路に使用した蛍光ランプ（Ｈｆ蛍光ランプ）

等省エネルギー型設備の導入について考

慮すること。 

（イ）高輝度放電ランプ（ＨＩＤランプ）等効率の

高いランプを使用した照明器具等省エネル

ギー型設備の導入について考慮すること。

（ウ）清掃、光源の交換等の保守が容易な照

明器具を選択するとともに、その設置場

所、設方法等についても保守性を考慮する

こと。 

（エ）照明器具の選択には、光源の発光効率

だけでなく、点灯回路や照明器具の効率及

び被照明場所への照射効率も含めた総合

的な照明効率を考慮すること。 

（オ）昼光を使用することができる場所の照明

設備の回路は、他の照明設備と別回路に

することを考慮すること。 

削除④ 

追加B 

追加 A 
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（カ）不必要な場所及び時間帯の消灯又は減

光のため、人体感知装置の設置、計時装

置（タイマー）の利用又は保安設備との連

動等の実施を考慮すること。 

ウ． 特定エネルギー消費機器に該当する照

明設備に係る機器を新設する場合は、当

該機器に関する性能の向上に関する製造

事業者等の判断の基準に規定する基準エ

ネルギー消費効率以上の効率のものの採

用を考慮すること。 

エ． 昇降機を新設する場合には、エネルギー

の利用効率の高い制御方式、駆動方式を

採用する等の措置を講じることにより、エネ

ルギーの効率的利用を実施すること。 

 (4)～(8) （略） 

 

2 工場等（1に該当するものは除く。）における

エネルギーの使用の合理化に関する事項 

 

(1) 燃料の燃焼の合理化 

①～③ （略） 

④ 燃焼設備の新設に当たっての措置 

ア．燃焼設備を新設する場合は、必要な負荷

に応じた設備を選定すること。 

イ．～ウ．（略） 

(2)  加熱及び冷却並びに伝熱の合理化 

(2-1) 加熱等設備 

①～③ （略） 

④ 加熱等を行う設備の新設に当たっての措

置 

ア． 加熱等を行う設備を新設する場合は、必

要な負荷に応じた設備を選定すること。 

イ． 加熱等を行う設備を新設する場合には、

次に掲げる事項等の措置を講じることによ

り、エネルギーの効率的利用を実施するこ

と。 

（カ）不必要な場所及び時間帯の消灯又は減

光のため、人体感知装置の設置、計時装

置（タイマー）の利用又は保安設備との連

動等の実施を考慮すること。 

イ． 特定エネルギー消費機器に該当する照

明設備に係る機器を新設する場合は、当

該機器に関する性能の向上に関する製造

事業者等の判断の基準に規定する基準エ

ネルギー消費効率以上の効率のものの採

用を考慮すること。 

ウ． 昇降機を新設する場合には、建築物判

断基準中、昇降機に関する事項を踏まえ、

エネルギーの効率的利用を実施すること。 

 

(4)～(8) （略） 

 

2 工場等（1に該当するものは除く。）における

エネルギーの使用の合理化に関する事項 

 

(1) 燃料の燃焼の合理化  

①～③ （略） 

④ 燃焼設備の新設に当たっての措置 

（新規） 

 

ア．～イ．（略） 

(2)  加熱及び冷却並びに伝熱の合理化 

(2-1) 加熱等設備 

①～③ （略） 

④ 加熱等を行う設備の新設に当たっての措

置 

加熱等を行う設備（建築設備を除く。）を

新設する場合には、次に掲げる事項等の措

置を講じること。また、建築設備である加熱

設備を新設する場合には、次に掲げる事項

等の措置を講じることにより、建築物判断基

準中、空気調和及び給湯に関する事項を踏

削除⑤ 

削除⑥ 

追加A 

追加 A 
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（ア）熱交換に係る部分には、熱伝導率の高い

材料を用いること。 

（イ）熱交換器の配列の適正化により総合的な

熱効率を向上させること。 

 

(2-2) 空気調和設備、給湯設備 

①～③ （略） 

④ 空気調和設備、給湯設備の新設に当たっ

ての措置 

ア． 空気調和設備、給湯設備を新設する場

合は、必要な負荷に応じた設備を選定する

こと。 

イ． 空気調和設備を新設する場合には、次に

掲げる事項等の措置を講じることにより、エ

ネルギーの効率的利用を実施すること。 

 

 

（ア）熱需要の変化に対応できる容量のものと

し、可能な限り空気調和を施す区画ごとに

個別制御ができるものとすること。 

（イ）ヒートポンプ等を活用した効率の高い熱源

設備を採用すること。 

（ウ）負荷の変動が予想される空気調和設備

の熱源設備、熱搬送設備は、適切な台数分

割、台数制御及び回転数制御、部分負荷運

転時に効率の高い機器又は蓄熱システム

等効率の高い運転が可能となるシステムを

採用すること。また、熱搬送設備は変揚程

制御の採用を考慮すること。 

（エ）空気調和機設備を負荷変動の大きい状

態で使用するときは、負荷に応じた運転制

御を行うことができるようにするため、回転

数制御装置等による変風量システム及び変

流量システムを採用すること。 

まえ、エネルギーの効率的利用を実施する

こと。 
ア． 熱交換に係る部分には、熱伝導率の高

い材料を用いること。 

イ． 熱交換器の配列の適正化により総合的

な熱効率を向上させること。 

 

(2-2) 空気調和設備、給湯設備 

①～③ （略） 

④ 空気調和設備、給湯設備の新設に当たっ

ての措置 

（新規） 

 

 

ア． 空気調和設備を新設する場合には、次

に掲げる事項等の措置を講じることにより、

建築物判断基準中、空気調和に関する事

項を踏まえ、エネルギーの効率的利用を実

施すること。 

（ア）熱需要の変化に対応できる容量のものと

し、可能な限り空気調和を施す区画ごとに

個別制御ができるものとすること。 

（イ）ヒートポンプ等を活用した効率の高い熱源

設備を採用すること。 

（ウ）負荷の変動が予想される空気調和設備

の熱源設備、熱搬送設備は、適切な台数分

割、台数制御及び回転数制御、部分負荷運

転時に効率の高い機器又は蓄熱システム

等効率の高い運転が可能となるシステムを

採用すること。また、熱搬送設備は変揚程

制御の採用を考慮すること。 

（エ）空気調和機設備を負荷変動の大きい状

態で使用するときは、負荷に応じた運転制

御を行うことができるようにするため、回転

数制御装置等による変風量システム及び変

流量システムを採用すること。 

削除⑦ 

追加A 
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（オ）夏期や冬期の外気導入に伴う冷暖房負

荷を軽減するために、全熱交換器の採用を

考慮すること。また、中間期や冬期に冷房

が必要な場合は、外気冷房制御の採用を

考慮すること。その際、加湿を行う場合に

は、冷房負荷を軽減するため、水加湿方式

の採用を考慮すること。 

（カ）熱を発生する生産設備等が設置されてい

る場合は、ダクトの使用や熱媒体を還流さ

せるなどにより空気調和区画外に直接熱を

排出し、空気調和の負荷を増大させないよ

うにすること。 

（キ）作業場全域の空気調和を行うことが不要

な場合は、作業者の近傍のみに局所空気

調和を行う、あるいは放射暖房などにより空

気調和に要する負荷を低減すること。また、

空気調和を行う容積等を極小化すること。 

（ク）建屋に隙間が多い場合や開口部がある

場合には、可能な限り閉鎖し空気調和に要

する負荷を低減すること。 

（ケ）エアコンディショナーの室外機の設置場

所や設置方法は、日射や通風状況、集積す

る場合の通風状態等を考慮し決定するこ

と。 

（コ）空気調和を施す区画ごとの温度、湿度そ

の他の空気の状態の把握及び空気調和の

効率の改善に必要な事項の計測に必要な

計量器、センサー等を設置するとともに、工

場エネルギー管理システム等のシステムの

採用により、適切な空気調和の制御、運転

分析ができるものとすること。 

ウ． 給湯設備を新設する場合には、次に掲

げる事項等の措置を講じることにより、エネ

ルギーの効率的利用のための措置を実施

すること。 

 

（オ）夏期や冬期の外気導入に伴う冷暖房負

荷を軽減するために、全熱交換器の採用を

考慮すること。また、中間期や冬期に冷房

が必要な場合は、外気冷房制御の採用を

考慮すること。その際、加湿を行う場合に

は、冷房負荷を軽減するため、水加湿方式

の採用を考慮すること。 

（カ）熱を発生する生産設備等が設置されてい

る場合は、ダクトの使用や熱媒体を還流さ

せるなどにより空気調和区画外に直接熱を

排出し、空気調和の負荷を増大させないよ

うにすること。 

（キ）作業場全域の空気調和を行うことが不要

な場合は、作業者の近傍のみに局所空気

調和を行う、あるいは放射暖房などにより空

気調和に要する負荷を低減すること。また、

空気調和を行う容積等を極小化すること。 

（ク）建屋に隙間が多い場合や開口部がある

場合には、可能な限り閉鎖し空気調和に要

する負荷を低減すること。 

（ケ）エアコンディショナーの室外機の設置場

所や設置方法は、日射や通風状況、集積す

る場合の通風状態等を考慮し決定するこ

と。 

（コ）空気調和を施す区画ごとの温度、湿度そ

の他の空気の状態の把握及び空気調和の

効率の改善に必要な事項の計測に必要な

計量器、センサー等を設置するとともに、工

場エネルギー管理システム等のシステムの

採用により、適切な空気調和の制御、運転

分析ができるものとすること。 

イ． 給湯設備を新設する場合には、次に掲げ

る事項等の措置を講じることにより、建築物

判断基準中、給湯に関する事項を踏まえ、

エネルギーの効率的利用のための措置を

実施すること。 

削除⑧ 
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（ア）給湯負荷の変化に応じた運用が可能なも

のとすること。 

（イ）使用量の少ない給湯箇所は局所式にす

る等の措置を講じること。 

（ウ）ヒートポンプシステム、潜熱回収方式の熱

源設備の採用を考慮すること。 

エ． （略） 

(3) ～（5） （略） 

(6) 電気の動力、熱等への変換の合理化 

(6-1)電動力応用設備、電気加熱設備等 

  ①～③ （略） 

④ 電動力応用設備、電気加熱設備等の新設

に当たっての措置 

ア． 電動力応用設備、電気加熱設備等を新

設する場合は、必要な負荷に応じた設備を

選定すること。 

イ． 電動力応用設備であって常時負荷変動

の大きい状態で使用することが想定させる

ような設備を新設する場合には、負荷変動

に対して稼働状態を調整しやすい設備構成

とすること。 

(6-2)  照明設備、昇降機、事務用機器、民生

用機器 

①～③ （略） 

④ 照明設備、昇降機、事務用機器、民生用

機器の新設に当たっての措置 

ア．照明設備、昇降機を新設する場合は、必

要な照度、輸送量に応じた設備を選定する

こと。 

イ．照明設備を新設する場合には、次に掲げ

る事項等の措置を講じることにより、エネル

ギーの効率的利用を実施すること。 

 

 

（ア）電子回路式安定器（インバーター）を点灯

回路に使用した蛍光ランプ（Ｈｆ蛍光ランプ）

（ア）給湯負荷の変化に応じた運用が可能なも

のとすること。 

（イ）使用量の少ない給湯箇所は局所式にす

る等の措置を講じること。 

（ウ）ヒートポンプシステム、潜熱回収方式の熱

源設備の採用を考慮すること。 

ウ． （略） 

(3) ～（5） （略） 

(6) 電気の動力、熱等への変換の合理化 

(6-1) 電動力応用設備、電気加熱設備等  

①～③ （略） 

④ 電動力応用設備の新設に当たっての措置

 

（新規） 

 

 

電動力応用設備であって常時負荷変動

の大きい状態で使用することが想定させる

ような設備を新設する場合には、負荷変動

に対して稼働状態を調整しやすい設備構成

とすること。 

(6-2)  照明設備、昇降機、事務用機器、民生

用機器 

①～③ （略） 

④ 照明設備、昇降機、事務用機器、民生用

機器の新設に当たっての措置 

 

 

 

ア．照明設備を新設する場合には、次に掲げ

る事項等の措置を講じることにより、建築物

判断基準中、照明設備に関する事項を踏ま

え、エネルギーの効率的利用を実施するこ

と。 

（ア）電子回路式安定器（インバーター）を点灯

回路に使用した蛍光ランプ（Ｈｆ蛍光ランプ）

削除⑨ 

追加A 

追加 A 
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等省エネルギー型設備を考慮すること。 

（イ）高輝度放電ランプ（ＨＩＤランプ）等効率の

高いランプを使用した照明器具等省エネル

ギー型設備を考慮すること。 

（ウ）清掃、光源の交換等の保守が容易な照

明器具を選択するとともに、その設置場所、

設置方法等についても保守性を考慮するこ

と。 

（エ）照明器具の選択には、光源の発光効率

だけでなく、点灯回路や照明器具の効率及

び被照明場所への照射効率も含めた総合

的な照明効率を考慮すること。 

（オ）昼光を使用することができる場所の照明

設備の回路は、他の照明設備と別回路にす

ることを考慮すること。 

（カ）不必要な場所及び時間帯の消灯又は減

光のため、人体感知装置の設置、計時装置

（タイマー）の利用又は保安設備との連動等

の措置を講ずること。 

ウ． 昇降機を新設する場合には、エネルギー

の利用効率の高い制御方式、駆動方式を

採用する等の措置を講じることにより、エネ

ルギーの効率的利用を実施すること。 

エ． （略） 

 

 

Ⅱ エネルギーの使用の合理化の目標及び計

画的に取り組むべき措置 

 

1 エネルギー消費設備等に関する事項 

1-1 専ら事務所その他これに類する用途に

供する工場等におけるエネルギーの使用の

合理化の目標及び計画的に取り組むべき

措置 

 

(1) 空気調和設備 

等省エネルギー型設備を考慮すること。 

（イ）高輝度放電ランプ（ＨＩＤランプ）等効率の

高いランプを使用した照明器具等省エネル

ギー型設備を考慮すること。 

（ウ）清掃、光源の交換等の保守が容易な照

明器具を選択するとともに、その設置場所、

設置方法等についても保守性を考慮するこ

と。 

（エ）照明器具の選択には、光源の発光効率

だけでなく、点灯回路や照明器具の効率及

び被照明場所への照射効率も含めた総合

的な照明効率を考慮すること。 

（オ）昼光を使用することができる場所の照明

設備の回路は、他の照明設備と別回路にす

ることを考慮すること。 

（カ）不必要な場所及び時間帯の消灯又は減

光のため、人体感知装置の設置、計時装置

（タイマー）の利用又は保安設備との連動等

の措置を講ずること。 

イ． 昇降機を新設する場合には、建築物判

断基準中、昇降機に関する事項を踏まえ、

エネルギーの効率的利用を実施すること。 

 

ウ． （略）  

 

 

Ⅱ エネルギーの使用の合理化の目標及び計

画的に取り組むべき措置 

 

1 エネルギー消費設備等に関する事項 

1-1 専ら事務所その他これに類する用途に

供する工場等におけるエネルギーの使用の

合理化の目標及び計画的に取り組むべき

措置 

 

(1) 空気調和設備 

削除⑩ 
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空気調和設備に関しては、次に掲げる事

項等の措置を講ずることにより、エネルギー

の効率的利用の実施について検討するこ

と。 

 

 

 

ア． 空気調和設備には、効率の高い熱源設

備を使った蓄熱式ヒートポンプシステム、ガ

ス冷暖房システム等の採用について検討す

ること。また、工場等に冷房と暖房の負荷が

同時に存在する場合には、熱回収システム

の採用について検討すること。さらに、排熱

を有効に利用できる場合には、熱回収型ヒ

ートポンプ、排熱駆動型熱源機の採用につ

いても検討すること。 

イ． 空気調和を行う部分の壁、屋根について

は、厚さの増加、熱伝導率の低い材料の利

用、断熱の二重化等により、空気調和を行

う部分の断熱性を向上させるよう検討する

こと。また、窓にあっては、ブラインド、熱線

反射ガラス、選択透過フィルム、二重構造

による熱的緩衝帯の設置等の採用による

日射遮へい対策も併せて検討すること。 

ウ． 空気調和設備については、二酸化炭素

センサー等による外気導入量制御の採用

により、外気処理に伴う負荷の削減を検討

すること。また、夏期以外の期間の冷房に

ついては、冷却塔により冷却された水を利

用した冷房を行う等熱源設備が消費するエ

ネルギーの削減を検討すること。 

． 空気調和設備については、送風量及び循

環水量が低減できる大温度差システムの

採用について検討すること。 

オ． 配管及びダクトは、熱伝導率の低い断

熱材の利用等により、断熱性を向上させる

空気調和設備に関しては、次に掲げる措

置、建築物判断基準（建築物の外壁、窓等

を通じての熱の損失の防止に関する事項及

び空気調和設備に係るエネルギーの効率的

利用に関する事項に限る。）を踏まえた措置

等による空気調和設備のエネルギーの効率

的利用の実施について検討すること。 

ア． 空気調和設備には、効率の高い熱源設

備を使った蓄熱式ヒートポンプシステム、ガ

ス冷暖房システム等の採用について検討す

ること。また、工場等に冷房と暖房の負荷が

同時に存在する場合には、熱回収システム

の採用について検討すること。さらに、排熱

を有効に利用できる場合には、熱回収型ヒ

ートポンプ、排熱駆動型熱源機の採用につ

いても検討すること。 

イ． 空気調和を行う部分の壁、屋根について

は、厚さの増加、熱伝導率の低い材料の利

用、断熱の二重化等により、空気調和を行

う部分の断熱性を向上させるよう検討する

こと。また、窓にあっては、ブラインド、熱線

反射ガラス、選択透過フィルム、二重構造

による熱的緩衝帯の設置等の採用による

日射遮へい対策も併せて検討すること。 

ウ． 空気調和設備については、二酸化炭素

センサー等による外気導入量制御の採用

により、外気処理に伴う負荷の削減を検討

すること。また、夏期以外の期間の冷房に

ついては、冷却塔により冷却された水を利

用した冷房を行う等熱源設備が消費するエ

ネルギーの削減を検討すること。 

エ． 空気調和設備については、送風量及び

循環水量が低減できる大温度差システム

の採用について検討すること。 

オ． 配管及びダクトは、熱伝導率の低い断

熱材の利用等により、断熱性を向上させる

削除⑪ 
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よう検討すること。 

(2)～(3) （略） 

(4) 給湯設備 

給湯設備に関しては、ヒートポンプシステ

ムや潜熱回収方式の熱源設備を複合して使

うなど、エネルギーの利用効率の高い給湯

設備の採用等の措置を講ずることにより、エ

ネルギーの効率的利用の実施について検

討すること。 

 

 

(5) 照明設備 

照明設備に関しては、次に掲げる事項等

の措置を講ずることにより、エネルギーの効

率的利用の実施について検討すること。 

 

 

 

ア． 照明設備については、昼光を利用するこ

とができる場合は、減光が可能な照明器具

の選択や照明自動制御装置の採用を検討

すること。また、照明設備を施した当初や光

源を交換した直後の高い照度を適正に補正

し省電力を図ることができる照明設備の採

用を検討すること。 

イ． ＬＥＤ（発光ダイオード）照明器具の採用

を検討すること。 

(6)～(9) （略） 

 

1-2 工場等（1-2に該当するものを除く。）にお

けるエネルギーの使用の合理化の目標

及び計画的に取り組むべき措置 

 

(1)～(5) （略） 

(6) 空気調和設備、給湯設備、換気設備、昇

降機等 

よう検討すること。 

(2)～(3) （略） 

(4) 給湯設備 

給湯設備に関しては、建築物判断基準

（給湯設備に係るエネルギーの効率的利用

に関する事項に限る。）を踏まえた措置等に

よる給湯設備のエネルギーの効率的利用の

実施について検討すること。その際、ヒート

ポンプシステムや潜熱回収方式の熱源設備

を複合して使うなど、より効率の高い給湯設

備の採用について検討すること。 

(5) 照明設備 

照明設備に関しては、次に掲げる措置、

建築物判断基準（照明設備に係るエネルギ

ーの効率的利用に関する事項に限る。）を

踏まえた措置等による照明設備のエネルギ

ーの効率的利用の実施について検討するこ

と。 

ア． 照明設備については、昼光を利用するこ

とができる場合は、減光が可能な照明器具

の選択や照明自動制御装置の採用を検討

すること。また、照明設備を施した当初や光

源を交換した直後の高い照度を適正に補正

し省電力を図ることができる照明設備の採

用を検討すること。 

イ． ＬＥＤ（発光ダイオード）照明器具の採用

を検討すること。 

(6)～(9) （略） 

 

1-2 工場等（1-2に該当するものを除く。）にお

けるエネルギーの使用の合理化の目標

及び計画的に取り組むべき措置 

 

(1)～(5) （略） 

(6) 空気調和設備、給湯設備、換気設備、昇

降機等 

削除⑫ 

削除⑬ 
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① 空気調和設備に関しては、次に掲げる事

項等の措置を講ずることにより、エネルギー

の効率的利用の実施について検討するこ

と。 

 

 

 

ア． 空気調和設備には、効率の高い熱源設

備を使った蓄熱式ヒートポンプシステム、ガ

ス冷暖房システム等の採用について検討す

ること。また、工場等に冷房と暖房の負荷が

同時に存在する場合には熱回収システムの

採用について検討すること。さらに、排熱を

有効に利用できる場合には、熱回収型ヒー

トポンプ、排熱駆動型熱源機の採用につい

ても検討すること。 

イ． 空気調和を行う部分の壁、屋根について

は、厚さの増加、熱伝導率の低い材料の利

用、断熱の二重化等により、空気調和を行

う部分の断熱性を向上させるよう検討するこ

と。また、窓にあっては、ブラインド、熱線反

射ガラス、選択透過フィルム、二重構造によ

る熱的緩衝帯の設置等の採用による日射

遮へい対策も併せて検討すること。 

ウ． 空気調和設備については、二酸化炭素

センサー等による外気導入量制御の採用に

より、外気処理に伴う負荷の削減を検討す

ること。また、夏期以外の期間の冷房につ

いては、冷却塔により冷却された水を利用し

た冷房を行う等熱源設備が消費するエネル

ギーの削減を検討すること。 

エ． 空気調和設備については、送風量及び

循環水量が低減できる大温度差システムの

採用について検討すること。 

オ． 配管及びダクトは、熱伝導率の低い断熱

材の利用等により、断熱性を向上させるよう

① 空気調和設備に関しては、次に掲げる措

置、建築物判断基準（建築物の外壁、窓等

を通じての熱の損失の防止に関する事項及

び空気調和設備に係るエネルギーの効率

的利用に関する事項に限る。）を踏まえた措

置等による空気調和設備のエネルギーの

効率的利用の実施について検討すること。 

ア． 空気調和設備には、効率の高い熱源設

備を使った蓄熱式ヒートポンプシステム、ガ

ス冷暖房システム等の採用について検討す

ること。また、工場等に冷房と暖房の負荷が

同時に存在する場合には熱回収システムの

採用について検討すること。さらに、排熱を

有効に利用できる場合には、熱回収型ヒー

トポンプ、排熱駆動型熱源機の採用につい

ても検討すること。 

イ． 空気調和を行う部分の壁、屋根について

は、厚さの増加、熱伝導率の低い材料の利

用、断熱の二重化等により、空気調和を行

う部分の断熱性を向上させるよう検討するこ

と。また、窓にあっては、ブラインド、熱線反

射ガラス、選択透過フィルム、二重構造によ

る熱的緩衝帯の設置等の採用による日射

遮へい対策も併せて検討すること。 

ウ． 空気調和設備については、二酸化炭素

センサー等による外気導入量制御の採用に

より、外気処理に伴う負荷の削減を検討す

ること。また、夏期以外の期間の冷房につ

いては、冷却塔により冷却された水を利用し

た冷房を行う等熱源設備が消費するエネル

ギーの削減を検討すること。 

エ． 空気調和設備については、送風量及び

循環水量が低減できる大温度差システムの

採用について検討すること。 

オ． 配管及びダクトは、熱伝導率の低い断熱

材の利用等により、断熱性を向上させるよう

削除⑭ 
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検討すること。 

② 給湯設備に関しては、次に掲げる事項等

の措置を講ずることにより、エネルギーの効

率的利用の実施について検討すること。 

 

 

 

ア． ヒートポンプシステムや潜熱回収方式の

熱源設備を複合して使うなど、より効率の高

い給湯設備の採用について検討すること。 

イ． 加温、乾燥設備等に用いる給湯設備に

関しては、ヒートポンプシステムや潜熱回収

方式の熱源設備の採用について検討するこ

と。 

③ ～④ （略） 

(7) 照明設備 

照明設備に関しては、次に掲げる事項等

の措置を講ずることにより、エネルギーの効

率的利用の実施について検討すること。 

 

 

 

ア． 照明設備については、昼光を利用するこ

とができる場合は、減光が可能な照明器具

の選択や照明自動制御装置の採用を検討

すること。また、照明設備を施した当初や光

源を交換した直後の高い照度を適正に補正

し省電力を図ることができる照明設備の採

用を検討すること。 

イ． ＬＥＤ（発光ダイオード）照明器具の採用

を検討すること。 

(8) （略） 

 

2 その他エネルギーの使用の合理化に関す

る事項 （略） 

検討すること。 

② 給湯設備に関しては、次に掲げる措置、建

築物判断基準（給湯設備に係るエネルギー

の効率的利用に関する事項に限る。）を踏

まえた措置等による給湯設備のエネルギー

の効率的利用の実施について検討するこ

と。 

ア． ヒートポンプシステムや潜熱回収方式の

熱源設備を複合して使うなど、より効率の高

い給湯設備の採用について検討すること。 

イ． 加温、乾燥設備等に用いる給湯設備に

関しては、ヒートポンプシステムや潜熱回収

方式の熱源設備の採用について検討するこ

と。 

③ ～④ （略） 

(7) 照明設備 

照明設備に関しては、次に掲げる措置、

建築物判断基準（照明設備に係るエネルギ

ーの効率的利用に関する事項に限る。）を

踏まえた措置等による照明設備のエネルギ

ーの効率的利用の実施について検討するこ

と。 

ア． 照明設備については、昼光を利用するこ

とができる場合は、減光が可能な照明器具

の選択や照明自動制御装置の採用を検討

すること。また、照明設備を施した当初や光

源を交換した直後の高い照度を適正に補正

し省電力を図ることができる照明設備の採

用を検討すること。 

イ． ＬＥＤ（発光ダイオード）照明器具の採用

を検討すること。 

(8) （略） 

 

2 その他エネルギーの使用の合理化に関す

る事項 （略） 

 

削除⑮ 

削除⑯ 
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２．ボイラー設備の廃熱回収率について 

【内容】 

ボイラー設備は、工場等判断基準のⅡ(目標部分)1 1-1(専ら事務所)(3)(ボイ

ラー設備)②の廃熱の回収利用の規定において、「別表第 2(B)【資料①】に掲げ

る廃ガス温度及び廃熱回収率の値を目標にして排ガス温度を低下させ廃熱回収

率を高めるよう努めること。」とあるが、別表第 2(B)には、ボイラーに関する項

目で、廃熱回収率の目標値はなく、排ガス温度の目標値のみが記載されている。 

【改正案】 

 当該部分については、「別表第 2(B)(1)に掲げる廃ガス温度の値を目標として

廃ガス温度を低下させるよう努めること。」へ改正する。 

 

改正案 現行 

Ⅱ エネルギーの使用の合理化の目標及び

計画的に取り組むべき措置 

 

1 エネルギー消費設備等に関する事項 

1-1 専ら事務所その他これに類する用途

に供する工場等におけるエネルギー

の使用の合理化の目標及び計画的に

取り組むべき措置 

 

(1)、(2) （略） 

(3) ボイラー設備 

① ボイラーについては、別表第１（Ｂ）

の空気比の値を目標として空気比を低

下させるよう努めること。 

② 排ガスの廃熱の回収利用については、

別表第 2(B)（1）に掲げる廃ガス温度の

値を目標として廃ガス温度を低下させ

るよう努めること。 

 

(以下、略) 

Ⅱ エネルギーの使用の合理化の目標及び

計画的に取り組むべき措置 

 

1 エネルギー消費設備等に関する事項 

1-1 専ら事務所その他これに類する用途

に供する工場等におけるエネルギー

の使用の合理化の目標及び計画的に

取り組むべき措置 

 

(1)、(2) （略） 

(3) ボイラー設備 

① ボイラーについては、別表第１（Ｂ）

の空気比の値を目標として空気比を低

下させるよう努めること。 

② 排ガスの廃熱の回収利用については、

別表第 2(B)に掲げる廃ガス温度及び廃

熱回収率の値を目標として廃ガス温度

を低下させ廃熱回収率を高めるよう努

めること。 

(以下、略) 
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【資料①】 
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３．照明設備の新設に当たっての措置の規定の表現について 

【内容】 

工場等判断基準のⅠ(基準部分)1（専ら事務所）(3)④（照明設備、昇降機の

新設に当たっての措置）のア.（ア）～（カ）の末尾は、「考慮すること」とし

ている。 

他方、これに対応する 2（工場等）(6-2)④（照明設備、昇降機、事務用機器、

民生用機器の新設に当たっての措置）のア.（ア）～（オ）の末尾は、「考慮す

ること」で同一であるが、（カ）（人体感知装置の設置等）の末尾のみ「講ずる

こと」となっている。 

【改正案】  

事務所と工場を区別して規定する利用はないため、当該箇所については、「考

慮すること」に改正する。 

 

改正案 現行 

Ⅰ エネルギーの使用の合理化の基準 

 

1 専ら事務所その他これに類する用途に供

する工場等におけるエネルギーの使用の

合理化に関する事項 

 

(1)、(2) （略） 

(3) 照明設備、昇降機、動力設備に関する事

項 

①～③ （略） 

④ 照明設備、昇降機の新設に当たっての措

置 

 ア． 照明設備を新設する場合には、次に掲

げる事項等の措置を講ずることにより、建

築物判断基準中、照明設備に関する事項

を踏まえ、エネルギーの効率的利用を実

施すること。 

（ア）電子回路式安定器(インバーター)を点灯

回路に使用した蛍光ランプ(Hf 蛍光ランプ)

等省エネルギー型設備の導入について考

慮すること。 

（イ）高輝度放電ランプ（HID ランプ）等効率の

Ⅰ エネルギーの使用の合理化の基準 

 

1 専ら事務所その他これに類する用途に供

する工場等におけるエネルギーの使用の

合理化に関する事項 

 

(1)、(2) （略） 

(3) 照明設備、昇降機、動力設備に関する事

項 

①～③ （略） 

④ 照明設備、昇降機の新設に当たっての

措置 

 ア． 照明設備を新設する場合には、次に掲

げる事項等の措置を講ずることにより、建

築物判断基準中、照明設備に関する事項

を踏まえ、エネルギーの効率的利用を実

施すること。 

（ア）電子回路式安定器(インバーター)を点灯

回路に使用した蛍光ランプ(Hf 蛍光ランプ)

等省エネルギー型設備の導入について考

慮すること。 

（イ）高輝度放電ランプ（HID ランプ）等効率の
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改正案 現行 

高いランプを使用した照明器具等省エネルギ

ー型設備の導入について考慮すること。 

（ウ）清掃、光源の交換等の保守が容易な照

明器具を選択するとともに、その設置場

所、設置方法等についても保守性を考慮

すること。 

（エ）照明器具の選択には、光源の発効効率

だけでなく、点灯回路や照明器具の効率

及び被照明場所への照射効率も含めた総

合的な照明効率を考慮すること。 

（オ）昼光を使用することができる場所の照明

設備の回路は、他の照明設備と別回路に

することを考慮すること。 

（カ）不必要な場所及び時間帯の消灯又は減

光のため、人体感知装置の設置、計時装

置（タイマー）の利用又は保安設備との連

動等の実施を考慮すること。 

 (4)～(8) （略） 

 

2 工場等（１に該当するものを除く。）におけ

るエネルギーの使用の合理化に関する事

項 

 

(1)～(6-1) （略） 

(6-2) 照明設備、昇降機、事務用機器、民生

用機器 

①～③ （略） 

④ 照明設備、昇降機、事務用機器、民生用

機器の新設に当たっての措置 

ア． 照明設備を新設する場合には、次に掲

げる事項等の措置を講ずることにより、建

築物判断基準中、照明設備に関する事項

を踏まえ、エネルギーの効率的利用を実

施すること。 

（ア）電子回路式安定器（インバーター）を点 

高いランプを使用した照明器具等省エネル

ギー型設備の導入について考慮すること。

（ウ）清掃、光源の交換等の保守が容易な照

明器具を選択するとともに、その設置場

所、設置方法等についても保守性を考慮

すること。 

（エ）照明器具の選択には、光源の発効効率

だけでなく、点灯回路や照明器具の効率

及び被照明場所への照射効率も含めた総

合的な照明効率を考慮すること。 

（オ）昼光を使用することができる場所の照明

設備の回路は、他の照明設備と別回路に

することを考慮すること。 

（カ）不必要な場所及び時間帯の消灯又は減

光のため、人体感知装置の設置、計時装

置（タイマー）の利用又は保安設備との連

動等の実施を考慮すること。 

 (4)～(8) （略） 

 

2 工場等（１に該当するものを除く。）におけ

るエネルギーの使用の合理化に関する事

項 

 

(1)～(6-1) （略） 

(6-2) 照明設備、昇降機、事務用機器、民生

用機器 

①～③ （略） 

④ 照明設備、昇降機、事務用機器、民生用

機器の新設に当たっての措置 

ア． 照明設備を新設する場合には、次に掲

げる事項等の措置を講ずることにより、建

築物判断基準中、照明設備に関する事項

を踏まえ、エネルギーの効率的利用を実

施すること。 

（ア）電子回路式安定器（インバーター）を点
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灯回路に使用した蛍光ランプ（Ｈｆ蛍光ラン

プ）等省エネルギー型設備を考慮するこ

と。 

（イ）高輝度放電ランプ（HID ランプ）等効率の

高いランプを使用した照明器具等省エネル

ギー型設備を考慮すること。 

（ウ）清掃、光源の交換等の保守が容易な照

明器具を選択するとともに、その設置場

所、設置方法等についても保守性を考慮

すること。 

（エ）照明器具の選択には、光源の発光効率

だけでなく、点灯回路や照明器具の効率

及び被照明場所への照射効率も含めた総

合的な照明効率を考慮すること。 

（オ）昼光を使用することができる場所の照明

設備の回路は、他の照明設備と別回路に

することを考慮すること。 

（カ）不必要な場所及び時間帯の消灯又は減

光のため、人体感知装置の設置、計時装

置（タイマー）の利用又は保安設備との連

動等の措置を考慮すること。 

イ．、ウ． （略） 

 

 

Ⅱ エネルギーの使用の合理化の目標及び

計画的に取り組むべき措置 

  （略） 

灯回路に使用した蛍光ランプ（Ｈｆ蛍光ラン

プ）等省エネルギー型設備を考慮するこ

と。 

（イ）高輝度放電ランプ（HID ランプ）等効率の

高いランプを使用した照明器具等省エネル

ギー型設備を考慮すること。 

（ウ）清掃、光源の交換等の保守が容易な照

明器具を選択するとともに、その設置場

所、設置方法等についても保守性を考慮

すること。 

（エ）照明器具の選択には、光源の発光効率

だけでなく、点灯回路や照明器具の効率

及び被照明場所への照射効率も含めた総

合的な照明効率を考慮すること。 

（オ）昼光を使用することができる場所の照明

設備の回路は、他の照明設備と別回路に

することを考慮すること。 

（カ）不必要な場所及び時間帯の消灯又は減

光のため、人体感知装置の設置、計時装

置（タイマー）の利用又は保安設備との連

動等の措置を講ずること。 

 イ．、ウ． （略） 

 

 

Ⅱ エネルギーの使用の合理化の目標及び

計画的に取り組むべき措置 

  （略） 

 

 


